
➢ と き ２０１９年10月２５日（金）13：30～17：00 

➢ ところ 電気ビル共創館 カンファレンスＡ大会議室 

➢ 主 催 （一社）九州経済連合会 

（一社）日本原子力学会九州支部 

➢ 後 援 福岡県教育委員会、福岡市教育委員会 

 

第１部 １３：４０～１５：１０ 

     「パリ協定の目標達成に向けた日本の長期戦略」 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

主席研究員・システム研究グループリーダー 

       秋元 圭吾 氏 

 

第２部 １５：２５～１６：５５ 

     「低炭素電源としての原子力の役割」 

東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 

准教授 

       小宮山 涼一 氏 

 

２０１９年度 エネルギー講演会 

「「みみんんななでで考考ええよようう!!!!  明明日日ののエエネネルルギギーーとと原原子子力力」」  

 



 

 

〔秋元 圭吾氏 ご略歴〕 

１９９９年 横浜国立大学大学院工学研究科博士課程修了、工学博士。 

１９９９年 財団法人 地球環境産業技術研究機構 入所、研究員。主任研究員を経て、

２００７年、同 システム研究グループリーダー・副主席研究員、 

２０１２年11月、同 グループリーダー・主席研究員、現在に至る。 

専門はエネルギー・環境を対象とするシステム工学。 

日本学術会議連携会員。２０１０年～２０１４年度 東京大学大学院総合文化研究科

客員教授。IPCC 第５次および第６次評価報告書代表執筆者。経済産業省 総合資源

エネルギー調査会 基本政策分科会委員、同 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本

政策小委員会委員、産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会委員、環

境省 中央環境審議会 地球環境部会 気候変動影響評価等小委員会委員など、政府の

委員会委員なども務める。 

 

 

 

〔小宮山 涼一氏 ご略歴〕 

2003年東京大学大学院工学系研究科電気工学専攻博士課程修了、工学博士。 

日本エネルギー経済研究所主任研究員、カリフォルニア大学バークレー校客員研究

員等を経て、現職。 

専門はエネルギーシステムの数値シミュレーション分析、エネルギー・環境政策に関

する分析。 

日本機械学会主査(原子力・再生可能エネルギーと調和型エネルギーシステム研究会)、

経済産業省 総合資源エネルギー調査会 臨時委員なども務める。 

 
 

 



１１．．パパリリ協協定定後後のの世世界界とと日日本本ののエエネネルルギギーー・・温温暖暖化化
対対応応戦戦略略動動向向

２２．．地地球球温温暖暖化化問問題題及及びびCO2排排出出のの現現状状

３３．．中中期期（（～～2030年年頃頃））のの低低炭炭素素化化にに向向けけてて

４４．．長長期期（（2050年年以以降降））のの脱脱炭炭素素化化にに向向けけてて

５５．．AI, IoT等等がが誘誘発発すするるエエネネルルギギーー需需要要のの大大ききなな変変
化化のの可可能能性性：：ググリリーーンン成成長長にに向向けけてて

６６．．ままととめめ

目目 次次
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パパリリ協協定定達達成成にに向向けけたた日日本本のの長長期期戦戦略略

九九州州エエネネルルギギーー問問題題懇懇談談会会 2019年年エエネネルルギギーー講講演演会会
「「みみんんななでで考考ええよようう！！！！明明日日ののエエネネルルギギーーとと原原子子力力」」

2019年年10月月25日日

((公公財財))地地球球環環境境産産業業技技術術研研究究機機構構（（RITE））
シシスステテムム研研究究ググルルーーププ ググルルーーププリリーーダダーー

秋秋元元 圭圭吾吾
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パパリリ協協定定

 すすべべててのの国国がが自自主主的的にに目目標標とと達達成成方方法法をを決決めめ（（国国別別貢貢献献NDC））、、５５年年ごごととにに
提提出出すするる。。ななおお、、目目標標見見直直ししににああたたっっててはは、、従従前前のの目目標標にに比比べべてて前前進進ささせせるる
よようう求求めめてていいるる。。

 効効果果的的なな実実施施をを促促すすたためめにに、、透透明明性性をを高高めめたた形形でで、、すすべべててのの国国がが共共通通かかつつ柔柔
軟軟なな方方法法ででそそのの実実施施状状況況をを報報告告ししレレビビュューーをを受受けけるる。。

 全全球球平平均均気気温温上上昇昇をを産産業業革革命命前前にに比比べべ２２℃℃未未満満にに十十分分にに（（”well below”））抑抑
ええるる。。ままたた１１．．５５℃℃にに抑抑ええるるよよううなな努努力力をを追追求求すするる。。

 協協定定第第２２条条のの長長期期目目標標をを達達成成すするるたためめ、、世世界界のの温温室室効効果果ガガスス排排出出ををででききるる限限
りり早早期期ににピピーーククににすするる。。そそのの後後、、急急速速にに削削減減しし、、今今世世紀紀後後半半ににはは、、温温室室効効果果
ガガススににつついいてて人人為為的的起起源源排排出出ととシシンンククにによよるる吸吸収収ををババラランンススささせせるる。。

2015年年11月月30日日～～12月月11日日パパリリににてて開開催催

予予定定をを延延長長ししたた12月月12日日にに「「歴歴史史的的」」ととももささ
れれるる「「パパリリ協協定定」」をを含含むむパパリリ合合意意をを採採択択しし終終了了

2016年年11月月4日日発発効効

１１．．パパリリ協協定定後後のの世世界界とと日日本本ののエエネネ
ルルギギーー・・温温暖暖化化対対応応戦戦略略動動向向



5

第第５５次次エエネネルルギギーー基基本本計計画画ににおおけけるる2030、、2050年年へへのの対対応応方方針針

出典）政府資料

2030年年にに向向けけてて 2050年年にに向向けけてて



8
国国際際政政治治のの不不安安定定性性

米米国国トトラランンププ政政権権
-米国の産業、経済、雇用に悪影響を与え、他国を有利にするもので
あるとの理由で、2017年6月にパリ協定から離脱する意向を正式に
表明。（「自分を選んだのはピッツバーグ等の米国市民であり、パ
リの市民ではない」）

-製造業労働者の雇用問題も一要因でトランプ政権誕生につながった。
-シェールガス開発、石炭利用など、エネルギー価格を安価に導く政
策を推進。CO2排出規制的な政策は廃止の方向に。

- G20大阪サミットでも、気候変動に関する文言は最も調整が難航し
た議題となった。

英英国国ブブレレググジジッットト
-英国政権は、ブレグジット決定後も、温暖化対策に積極的に取り組む姿勢を見せて
いるが、ブレグジットを主導した一人のナイジェル・ローソン元財務相は、温暖化
懐疑論者として有名。

-ブレグジットは、製造業労働者の雇用問題などと深く関係しており、エネルギー価
格上昇につながる政策は取りにくくなると見られている。いずれにしても優先課題
は、気候変動政策よりもブレグジット。

この他にも、2019年1月に誕生したブラジルのボルソナロ政権も、パリ協定には否定
的とされる。（本来今年のCOP25はブラジル開催が予定されていたが、チリに変更）

7
世世界界各各国国のの長長期期目目標標

2050年年目目標標 そそれれ以以降降のの目目標標 目目標標のの位位置置づづけけ

日日本本 80%削減
（2016年策定の地球温暖化対策計
画を踏襲。各種条件付）

21世紀後半のでき
るだけ早い時期に
実質ゼロ

将来の「あるべき姿」としてビジョ
ンを明確に掲げるとともに、政府
としてそれに向けた政策の方向
性を示す

ドドイイツツ 80～95%削減（90年比） 排出削減に向けた方向性を提示

フフラランンスス 75%削減（90年比）[2016]
⇒ GHG実質ゼロ [2017]

目標達成に向けたあり得る経路
（行動計画ではない）

英英国国 80%以上削減（90年比）
⇒ GHG実質ゼロ [2019]

経路検討による今後数年の打ち
手の参考 （長期予測は困難）

EU 80%削減（90年比）
（2019年6月のEU理事会で2050年
カーボンニュートラル（実質ゼロ）の
合意を目指したが、合意できず）

カカナナダダ 80%削減（05年比） 議論のための情報提供 （政策の
青写真ではない）

米米国国 80%以上削減（05年比） 削減目標に向けた野心的ビジョ
ン （足下での政策立案を意図す
るものではない）

出典）エネルギー情勢懇談会資料等を参考に作成
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G20大大阪阪ササミミッットト首首脳脳宣宣言言（（気気候候変変動動 2/2））

36．． 米米国国はは、、パパリリ協協定定がが米米国国のの労労働働者者及及びび納納税税者者をを不不利利ににすするるととのの理理由由かからら、、同同協協定定

かからら脱脱退退すするるととのの決決定定をを再再確確認認すするる。。米米国国はは、、経経済済成成長長、、エエネネルルギギーーのの安安全全保保障障ととアアクク
セセスス及及びび環環境境保保護護をを促促進進すするるととのの強強いいココミミッットトメメンントトをを再再確確認認すするる。。エエネネルルギギーーとと環環境境にに
対対すするる米米国国ののババラランンススののととれれたたアアププロローーチチはは、、ククリリーーンンでで先先進進的的なな化化石石燃燃料料やや技技術術、、再再
生生可可能能エエネネルルギギーー、、民民生生用用原原子子力力をを含含むむああららゆゆるるエエネネルルギギーー源源やや技技術術をを活活用用すするるとととともも
にに、、排排出出量量をを削削減減しし、、経経済済成成長長をを促促進進ししななががらら、、全全ててのの市市民民にに対対しし、、安安価価でで信信頼頼性性がが高高
くく、、安安全全ななエエネネルルギギーーのの配配送送をを可可能能ととすするる。。米米国国はは、、排排出出量量のの削削減減ににおおいいてて世世界界のの指指導導
者者ででああるる。。米米国国ののエエネネルルギギーー関関連連のの二二酸酸化化炭炭素素排排出出量量はは、、2005年年かからら2017年年のの間間にに、、
革革新新的的ななエエネネルルギギーー技技術術のの開開発発とと展展開開にによよりり、、経経済済がが19.4％％成成長長ししてていいるるににももかかかかわわらら
ずず、、14％％減減少少ししたた。。米米国国はは引引きき続続きき、、排排出出量量をを減減ららしし、、よよりりククリリーーンンなな環環境境をを提提供供しし続続けけ
るるたためめ、、先先進進技技術術のの開開発発とと配配備備ににココミミッットトすするる。。

9
G20大大阪阪ササミミッットト首首脳脳宣宣言言（（気気候候変変動動 1/2））

35. 我我々々はは、、公公的的及及びび民民間間資資金金のの動動員員及及びび両両者者のの連連携携をを含含むむ持持続続的的開開発発ののたためめのの包包
摂摂的的資資金金調調達達、、並並びびにに、、低低排排出出及及びび強強じじんんなな開開発発ののたためめのの幅幅広広いい分分野野ににおおけけるるイイノノ
ベベーーシショョンンをを促促進進すするるたためめにに努努力力すするる。。非非国国家家主主体体をを含含むむ広広範範なな参参加加をを得得てて、、全全ててののレレ
ベベルルににおおいいてて気気候候にに関関すするる行行動動ををととるるここととがが、、ここののよよううななパパララダダイイムム・・シシフフトトをを実実現現ささせせるる
鍵鍵ととななるる。。ここのの努努力力をを更更にに促促進進すするるにに当当たたりり、、各各国国のの事事情情にに応応じじてて、、我我々々はは、、ススママーートトシシ
テティィ、、生生態態系系・・ココミミュュニニテティィにに根根ざざししたたアアププロローーチチ、、自自然然にに根根ざざししたた解解決決策策及及びび伝伝統統的的かかつつ
先先住住民民のの知知識識をを含含むむ幅幅広広いいククリリーーンンテテククノノロロジジーーややアアププロローーチチをを検検討討すするる。。我我々々はは、、特特にに
最最もも脆脆弱弱ななココミミュュニニテティィににととっっててのの適適応応及及びび災災害害リリススクク軽軽減減ににおおけけるる行行動動及及びび協協力力をを支支
援援すするるたためめのの取取組組をを強強化化しし、、更更にに議議論論をを深深めめ、、緩緩和和行行動動、、適適応応措措置置、、環環境境保保護護及及びび強強じじ
んんななイインンフフララととのの間間のの一一貫貫性性をを育育むむ必必要要ががああるる。。我我々々はは、、G20ブブエエノノススアアイイレレスス・・ササミミッットト
のの成成功功にに続続きき、、パパリリ協協定定のの実実施施指指針針がが成成功功裏裏にに採採択択さされれたたこことと、、COP24ににおおいいててタタララノノ
アア対対話話のの総総括括がが完完了了ししたたこことと、、及及びび軽軽井井沢沢ででののG20エエネネルルギギーー・・環環境境大大臣臣会会合合ににおおけけるる
成成果果にに留留意意すするる。。我我々々はは、、ここのの機機運運をを最最大大限限活活用用すするるここととをを決決意意しし、、国国連連事事務務総総長長にによよ
るる気気候候アアククシショョンンササミミッットトのの成成功功及及びびチチリリののササンンテティィアアゴゴににおおけけるるCOP25ででのの具具体体的的成成果果
をを期期待待すするる。。ブブエエノノススアアイイレレススににおおいいててパパリリ協協定定のの不不可可逆逆性性をを確確認認ししたた、、及及びび同同協協定定をを実実
施施すするるここととをを決決意意ししてていいるる同同協協定定のの署署名名国国はは、、各各国国のの異異ななるる状状況況にに照照ららしし、、共共通通だだがが差差
異異ああるる責責任任とと各各国国のの能能力力をを踏踏ままええてて、、同同協協定定のの完完全全なな履履行行ににつついいててののココミミッットトメメンントトをを再再
確確認認すするる。。2020年年ままででにに、、我我々々はは、、更更ななるる世世界界的的なな努努力力がが必必要要ででああるるここととをを考考慮慮ししてて、、
「「自自国国がが決決定定すするる貢貢献献」」（（NDC））をを提提出出しし、、更更新新しし又又はは維維持持すするるここととをを目目指指すす。。我我々々はは、、パパ
リリ協協定定にに整整合合的的なな形形でで緩緩和和とと適適応応のの双双方方ににおおいいてて開開発発途途上上国国をを支支援援すするるたためめのの財財源源をを
提提供供すするるここととのの重重要要性性をを強強調調すするる。。



２２．． 地地球球温温暖暖化化問問題題及及びびCO2排排出出のの現現状状
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G20大大阪阪ササミミッットト首首脳脳宣宣言言（（エエネネルルギギーー））

37. 我我々々はは、、目目標標をを達達成成すするるたためめにに国国にによよっってて異異ななるる道道筋筋がが存存在在すするるここととをを認認識識ししつつ
つつ、、可可能能なな限限りり早早急急にに、、我我々々ののエエネネルルギギーーシシスステテムムをを、、低低廉廉でで、、信信頼頼でできき、、持持続続可可能能でで、、
温温室室効効果果ガガススのの排排出出のの少少なないいシシスステテムムへへ変変ええるるたためめにに、、「「3E+S」」（（エエネネルルギギーー安安全全保保
障障、、経経済済効効率率性性、、環環境境＋＋安安全全性性））をを実実現現すするるエエネネルルギギーー転転換換のの重重要要性性をを認認識識すするる。。G20
持持続続可可能能なな成成長長ののたためめののエエネネルルギギーー転転換換とと地地球球環環境境にに関関すするる関関係係閣閣僚僚会会合合ののココミミュュニニ
ケケをを想想起起ししつつつつ、、我我々々はは、、エエネネルルギギーーミミッッククススににおおけけるるああららゆゆるるエエネネルルギギーー源源及及びび技技術術のの
役役割割、、並並びびにに、、よよりりククリリーーンンななエエネネルルギギーーシシスステテムムをを達達成成すするるたためめにに国国にによよっってて異異ななるる道道
筋筋がが存存在在すするるここととをを認認識識すするる。。我我々々ははままたた、、水水素素、、並並びびにに、、各各国国のの状状況況にに応応じじてて、、「「カカーー
ボボンン・・リリササイイククルル」」及及びび「「エエミミッッシショョンン・・トトゥゥ・・ババリリュューー」」にに関関すするる作作業業にに留留意意ししつつつつ、、二二酸酸化化
炭炭素素回回収収・・利利用用・・貯貯留留（（CCUS））をを含含むむ、、エエネネルルギギーー転転換換にに向向けけたた革革新新的的、、ククリリーーンンでで効効
率率的的なな技技術術のの更更ななるる発発展展にによよっっててももたたららさされれるる機機会会をを認認識識すするる。。我我々々はは、、「「ククリリーーンンエエネネ
ルルギギーー技技術術ののたためめのの研研究究開開発発（（RD20））」」とと呼呼ぶぶG20議議長長国国ででああるる日日本本ののイイニニシシアアテティィブブ
をを認認識識すするる。。エエネネルルギギーーのの安安全全なな流流れれにに関関すするる懸懸念念をを浮浮きき彫彫りりににししたた最最近近のの出出来来事事をを考考
慮慮しし、、我我々々はは、、イインンフフララのの強強じじんん性性、、安安全全性性及及びび開開発発、、並並びびにに、、様様々々なな供供給給源源、、供供給給者者及及
びび経経路路かからら途途絶絶さされれなないいエエネネルルギギーーのの流流れれをを含含めめ、、エエネネルルギギーーシシスステテムム転転換換ののたためめのの
指指針針のの一一つつととししててのの世世界界ののエエネネルルギギーー安安全全保保障障のの重重要要性性をを認認識識すするる。。我我々々はは、、エエネネルル
ギギーーアアククセセスス、、アアフフォォーーダダビビリリテティィ、、エエネネルルギギーー効効率率及及びびエエネネルルギギーー貯貯蔵蔵をを含含めめ、、広広範範囲囲
ののエエネネルルギギーー関関連連問問題題ににおおけけるる国国際際協協力力のの重重要要性性をを認認識識すするる。。我我々々はは、、最最貧貧困困層層をを対対
象象ととすするる支支援援をを提提供供すするる一一方方でで、、無無駄駄なな消消費費をを助助長長すするる非非効効率率的的なな化化石石燃燃料料補補助助金金をを
中中期期的的にに合合理理化化しし、、段段階階的的にに廃廃止止すするる共共同同ののココミミッットトメメンントトをを再再確確認認すするる。。



出典）blog.livedoor.jp

22001144年年88月月 豪豪雨雨にによよるる
広広島島土土砂砂災災害害、、
死死者者・・行行方方不不明明：：7744人人
家家屋屋全全壊壊：：113333戸戸

地地球球温温暖暖化化でで海海水水温温がが上上昇昇
⇒⇒海海水水のの蒸蒸発発にによよるる大大気気中中のの水水蒸蒸気気がが増増加加
⇒⇒豪豪雨雨やや大大型型台台風風がが多多発発

日日本本ににおおけけるる豪豪雨雨、、大大型型台台風風被被害害
14

出典）産経デジタル

22001155年年99月月 豪豪雨雨にによよ
るる鬼鬼怒怒川川堤堤防防決決壊壊、、
茨茨城城・・常常総総市市のの浸浸水水
被被害害：：11万万11000000棟棟

ただし、具体的な被害事例について、人為的なCO2排出との因果関係について
明確に言うことはできず、大きな不確実性があることは認識することが必要

22001166年年88月月 台台風風1100号号
にによよりり岩岩手手、、北北海海道道
等等でで大大ききなな被被害害、、死死
者者・・行行方方不不明明：：2277名名

22001177年年77月月 九九州州北北
部部豪豪雨雨にによよりり福福
岡岡、、大大分分でで大大ききなな
被被害害、、
死死者者・・行行方方不不明明：：
4422名名

22001188年年77月月 平平成成3300年年77月月
豪豪雨雨にによよるる災災害害、、
死死者者・・行行方方不不明明：：222200人人
家家屋屋全全壊壊：：55220000棟棟程程度度

22001188年年99月月 台台風風2211号号
にによよりり近近畿畿地地方方にに大大
ききなな被被害害、、死死者者1133名名

出典）電気新聞デジタル

出典）毎日新聞

出典）時事通信社

出典）国土地理院

出典）北海道開発局

出典）毎日新聞

22001199年年99月月 台台風風1155号号にによよ
りり首首都都圏圏にに大大ききなな被被害害

22001199年年1100月月 台台風風1199号号にによよりり
広広域域ににわわたたっってて大大ききなな被被害害

出典）産経デジタル

世世界界平平均均気気温温推推移移おおよよびび
日日本本ににおおけけるる短短時時間間強強雨雨発発生生回回数数のの長長期期変変化化 13

2014～16年の間、観測史上最高を更新しつづ
けた。ただし、年変動は大きい（2017, 18年は
前年比低下）。

「地球温暖化の影響の可能性はあります
が、アメダスの観測期間は約40年と比較
的短いことから、地球温暖化との関連性
をより確実に評価するためには今後のさ
らなるデータの蓄積が必要」（気象庁）



世世界界ののCO2排排出出量量のの推推移移

出典）Global Carbon Project

16

- 世世界界CO2排排出出量量のの伸伸びびはは、、京京都都議議定定書書締締結結（（1997年年））ににもも関関わわららずず2000年年以以降降、、むむししろろ急急速速だだっったた。。
- ししかかしし、、2013年年頃頃かからら伸伸びびがが抑抑制制さされれててききてていいるる。。ししかかしし、、ここのの主主要要なな要要因因はは、、中中国国をを中中心心にに、、鉄鉄鋼鋼、、セセメメンントト
等等のの生生産産調調整整、、おおよよびび、、米米国国シシェェーールルガガススシシフフトトのの影影響響がが大大ききいい。。再再エエネネのの増増大大のの影影響響ももああるるがが、、ここれれららにに比比
べべるるとと相相対対的的なな寄寄与与度度はは小小ささいいとと見見らられれるる。。

- 2017年年以以降降、、世世界界CO2排排出出量量はは再再びび増増大大傾傾向向にに。。中中国国のの生生産産調調整整がが一一段段落落のの影影響響大大。。

世世界界的的なな猛猛暑暑（（2019年年夏夏））
15

フフラランンスス等等でで、、45℃℃をを超超ええるる猛猛暑暑をを記記録録。。鉄鉄道道、、原原発発のの停停止止ななどどもも起起ここっったた。。たただだしし、、2003年年のの猛猛暑暑にに
比比べべ、、対対応応がが進進んんででききたたたためめ、、死死者者数数ははそそれれほほどど大大ききくくななららななかかっったたよよううででああるる。。
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EU28のの消消費費ベベーーススCO2排排出出量量のの推推移移

出出典典））OECD (2015)よよりり作作成成

- EUはは消消費費ベベーーススCO2（（製製品品等等のの輸輸出出入入ににつついいてて、、そそれれをを生生産産すするるととききにに発発生生ししたたCO2もも差差しし引引きき））とと生生産産
ベベーーススCO2（（化化石石燃燃料料をを燃燃焼焼ししたた国国ででCO2をを計計測測。。通通常常のの統統計計ににおおけけるるCO2排排出出量量））のの差差分分はは2008年年にに
かかけけてて増増大大。。2007年年のの消消費費ベベーーススCO2はは、、1995年年比比でで+11%。。

- ししかかしし、、リリーーママンンシショョッックク後後はは縮縮小小（（景景気気がが悪悪くくななりり購購買買力力がが縮縮小小ししたた結結果果かか））。。 そそれれででもも、、2011年年のの消消費費
ベベーーススCO2はは1995年年比比でで-2%でであありり、、生生産産ベベーーススCO2のの-8%よよりり小小ささいい。。すすななわわちち、、ググロローーババルルななレレベベルル
でで見見たたとときき、、EUははCO2排排出出削削減減にに成成功功ししててききてていいなないい。。

-8%

-2%

+11%
欧欧州州経経済済危危機機のの影影響響がが大大部部分分？？

+57%
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世世界界のの経経済済成成長長とと電電力力消消費費量量のの関関係係
17

特特にに、、世世界界全全体体ののGDPとと電電力力消消費費量量のの関関係係はは、、強強いい正正のの相相関関関関係係がが続続いいてていいるる。。近近代代のの経経済済活活動動ののたためめにに
はは何何ららかかののエエネネルルギギーーはは付付帯帯的的にに使使わわれれ、、経経済済成成長長ののたためめににはは、、特特にに電電力力はは重重要要なな役役割割をを担担っってていいるる。。

出典）IEA統計、2018
注）GDPは実質、為替換算の2010年価格表示



主主要要国国のの経経済済成成長長ととCO2排排出出量量のの関関係係：：
ススイイスス、、ススウウェェーーデデンン、、フフラランンスス、、ノノルルウウェェーー、、日日本本のの電電源源構構成成 20

ススイイスス、、ススウウェェーーデデンン、、フフラランンスス、、ノノルルウウェェーー等等はは、、一一人人当当たたりりGDPがが高高いい割割にに、、一一人人当当たたりりCO2排排
出出量量がが小小ささいいがが、、いいずずれれもも、、原原子子力力とと水水力力のの比比率率がが、、以以前前かからら相相当当高高くく、、化化石石燃燃料料発発電電のの比比率率をを
2000年年以以降降減減少少ささせせててききたたわわけけででははなないい。。
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日日、、米米、、英英、、ススウウェェーーデデンンのの
GDP当当たたりりCO2排排出出量量（（原原単単位位））のの比比較較：： 19
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◼ 生生産産ベベーーススででみみるるとと、、日日本本のの推推
移移はは、、他他地地域域よよりりもも原原単単位位のの改改
善善がが低低位位のの傾傾向向ががみみらられれるる。。

◼ 一一方方、、消消費費ベベーーススCO2原原単単位位

ででみみるるとと、、震震災災後後のの原原発発停停止止にに
伴伴ううCO2排排出出量量のの増増大大をを除除けけ

ばば、、日日本本のの推推移移はは他他地地域域とと差差
異異ははほほととんんどどなないい。。



主主要要国国のの経経済済成成長長ととCO2排排出出量量のの関関係係：：
英英国国のの産産業業部部門門別別のの経経済済成成長長率率 22

出出典典：：野野村村浩浩二二、、
https://www.dbj.jp/ricf/pdf/research/DBJ_RCGW_DP60.pdf

保保険険・・金金融融ササーービビスス業業ななどどでで高高いい成成長長率率をを実実現現ししたた一一方方、、エエネネルルギギーー多多消消費費産産業業をを中中心心ととししたた製製造造業業関関連連をを中中
心心ににママイイナナスス成成長長。。失失わわれれたた製製造造業業ででのの製製品品供供給給がが、、他他国国にに移移転転しし、、結結果果、、ググロローーババルルででははCO2排排出出削削減減にに
つつななががっってていいなないいののででははなないいかかとといいうう懸懸念念がが生生じじるる。。⇒⇒消消費費ベベーーススCO2排排出出量量のの分分析析がが重重要要

各各産産業業ののエエネネルルギギーーココスストトシシェェアア（（2014年年））とと成成長長率率（（2000-2014年年））

21
英英国国ととドドイイツツのの経経済済成成長長のの主主要要なな要要因因（（2000～2014年））

英英国国でではは、、高高いい見見かかけけ上上のの全全要要素素生生
産産性性成成長長率率のの70％％はは高高ススキキルルのの移移民民
労労働働者者のの流流入入がが主主要要因因とと考考ええらられれるる。。

出出典典））慶慶応応大大野野村村浩浩二二教教授授作作成成
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ここのの期期間間ににおおけけるるドドイイツツのの経経済済成成長長のの
おおおおむむねね半半分分はは外外需需にによよるるももののでで、、中中
所所得得国国並並みみのの外外需需依依存存度度（（相相対対的的なな
ユユーーロロ安安のの中中ででここれれがが実実現現））再再エエネネ導導
入入拡拡大大にによよるる電電力力料料金金のの上上昇昇でで消消費費
増増はは大大ききくくなないい。。



24

第第４４次次エエネネルルギギーー基基本本計計画画にに基基づづくく
長長期期エエネネルルギギーー需需給給見見通通しし：：基基本本方方針針

出典）総合資源エネルギー調査会基本政策分科会長期需給見通し小委員会 平成27年4月28日資料

３３．．中中期期（（～～2030年年頃頃））のの低低炭炭素素化化にに
向向けけてて



26
日日本本おおよよびび世世界界主主要要国国のの国国別別貢貢献献NDCのの

基基準準年年比比排排出出削削減減率率

基基準準年年比比排排出出削削減減率率

1990年比 2005年比 2013年比

日本：2013年比▲26%
（2030年） ▲18.0% ▲25.4% ▲26.0%

米米国国： 2005年比▲26%～
▲28% (2025年) ▲14～▲16% ▲26～▲28% ▲18～▲21%

EU28： 1990年比▲40%
(2030年) ▲40% ▲35% ▲24%

ロロシシアア： 1990年比▲25%
～▲30% (2030年) ▲25～▲30% +10～+18% －

中中国国： 2030年CO2排出原
単位2005年比▲60～
▲65%

+329～+379% +105～+129% －

25

第第４４次次エエネネルルギギーー基基本本計計画画にに基基づづくく
長長期期エエネネルルギギーー需需給給見見通通しし：： 2030年年エエネネルルギギーーミミッッククスス

出典）資源エネルギー庁



28
2030年年目目標標とと現現状状

目目標標へへのの道道筋筋にに沿沿っってていいるるかか否否かかのの結結果果だだけけででははななくく、、そそのの要要因因ををよよくく理理解解すすべべきき。。

27
NDCsののCO2限限界界削削減減費費用用推推計計
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CO2限界削減費用（$/tCO2）

米国 (2025)

削削減減努努力力
大大

小小

【【世世界界GDP比比削削減減費費用用】】 NDCs:0.38%、、最最小小費費用用：：0.06%
最小費用（限界削減費用均等化）：6$/tCO2

- NDCsのの排排出出削削減減費費用用はは各各国国間間でで大大ききなな差差異異ああるる中中、、日日本本のの費費用用はは高高いい。。潜潜在在的的にに産産業業競競争争力力のの歪歪みみををももたたららしし
兼兼ねねなないい。。

- ももししNDCsでで期期待待ででききるる世世界界全全体体ででのの排排出出削削減減をを費費用用最最小小化化（（限限界界削削減減費費用用均均等等化化））でで実実現現ででききるるととすすれればば、、RITE
モモデデルルでではは限限界界削削減減費費用用6$/tCO2でで済済むむ。。ままたた、、2030年年時時点点のの総総削削減減費費用用はは費費用用最最小小化化にに比比べべ6.5倍倍程程度度高高いい。。

- 実実際際ににはは国国内内対対策策もも費費用用最最小小化化でではは達達成成ででききずず、、各各国国のの費費用用もも現現実実ににははももっっとと大大ききいい可可能能性性あありり。。

* 上下限で幅がある国は平均値を表示
出典） http://www.rite.or.jp/news/events/pdf/akimoto-ppt-kakushin2017.pdf
（原論文: K. Akimoto et al., Evol. Inst. Econ. Rev., 2016）
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再再エエネネ拡拡大大とと負負担担増増大大のの抑抑制制のの必必要要性性

出典）政府資料

29
2030年年へへのの対対策策とと課課題題



32
2℃℃目目標標のの温温暖暖化化緩緩和和ココスストト、、経経済済影影響響はは相相当当大大ききいい

2℃℃目目標標相相当当 2℃℃目目標標相相当当

出典）IPCC WG3 第5次評価報告書、2014

- CO2限限界界削削減減費費用用（（炭炭素素価価格格））はは、、430-530 ppm CO2eqシシナナリリオオのの
場場合合2100年年でではは約約1000～～3000 $/tCO2（（いいずずれれもも25-75パパーーセセンンタタ
イイルル））、、全全ﾓﾓﾃﾃﾞ゙ﾙﾙでではは150～～8000 $/tCO2程程度度とと推推計計。。モモデデルル分分析析結結
果果かかららはは、、世世界界GDPのの10%以以上上のの損損失失ににななるる確確率率もも25%程程度度。。

- ししかかもも、、ここれれはは世世界界全全体体でで費費用用最最小小化化のの場場合合でであありり、、各各国国のの限限界界削削
減減費費用用にに差差ががああるる場場合合やや、、政政策策のの非非効効率率性性をを含含めめるるとと、、上上限限はは更更にに
高高くくななるる可可能能性性あありり。。

４４．．長長期期（（2050年年以以降降））のの脱脱炭炭素素化化
にに向向けけてて
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世世界界のの複複数数モモデデルルにによよるる日日本本のの排排出出削削減減対対策策評評価価
ののたためめののシシナナリリオオ想想定定

近近時時点点のの政政策策

長長期期のの炭炭素素ババジジェェッットト制制約約（（CO2のの累累積積排排出出量量制制約約））

無し

緩やかな制約
（２℃、>50%）
世界モデル：1600 GtCO2
日本モデル：36 GtCO2

厳しい制約
（２℃、>67%）
世界モデル：1000 GtCO2
日本モデル：31 GtCO2

政策想定せず：No policy NoPOL

現状政策：NPi NPi NPi1600 NPi1000

パリ協定国別貢献：NDC NDC NDC1600 NDC1000

33
累累積積排排出出量量とと気気温温上上昇昇のの関関係係おおよよびび排排出出にに対対すするる気気温温応応答答

出典）IPCC AR5 統合報告書

【【長長期期ののビビジジョョンン】】 累積排出量と気温上昇には線形に近い関係が見られる。CO2排出に対する気
温応答は減衰に非常に長い時間を要する。すなわち、いずれのレベルであろうとも、気気温温をを安安定定化化しし
よよううととすすれればば、、いいずずれれははCO2のの正正味味ゼゼロロにに近近いい排排出出がが必必要要。長期的には正味でCO2排出をゼロに
近づけていくことは重要（時間スケールの問題は残る）

【【現現実実ににおおけけるるととるるべべきき方方策策】】 一方、気候感度には大きな不確実性あり。長期でCO2正味ゼロ排
出に近づけていく過過程程はは大大ききなな排排出出経経路路のの幅幅がが存存在在し得る。総総合合的的ななリリススククママネネジジメメンントトがが重重要要。。

2010年排出に
対する気温上
昇応答。CO2
排出の100年後
の寄与を1とし
て規格化

平平衡衡気気候候感感度度（（likely(>66%)レレンンジジ））
（（括括弧弧はは最最良良推推計計値値ももししくくははmedian等等））

IPCC WG1 第第４４次次(AR4)以以前前 1.5～～4.5℃℃（（2.5℃℃））

IPCC WG1 第第４４次次(AR4) (2007) 2.0～～4.5℃℃（（3.0℃℃））

IPCC WG1第第５５次次(AR5) (2013) 1.5～～4.5℃℃（（合合意意ででききずず））

IPCC WG3 第第５５次次(AR5) ｼｼﾅﾅﾘﾘｵｵ
気気温温推推計計（（MAGICCﾓﾓﾃﾃﾞ゙ﾙﾙ）） (2014) 2.0～～4.5℃℃（（3.0℃℃））

“likely”レンジが同じ

便宜上、第４次の
評価をそのまま利用

GHG排排出出のの気気温温上上昇昇へへののイインンパパククトト

気気候候感感度度（（濃濃度度倍倍増増時時のの気気温温上上昇昇））推推計計のの変変遷遷（（IPCC））
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発発電電電電力力量量

- 厳厳ししいい排排出出削削減減にに伴伴いい、、脱脱炭炭素素化化電電源源ででああるる原原子子力力、、再再エエネネ、、CCSのの比比率率がが上上昇昇。。
- たただだしし、、モモデデルルにによよっってて、、どどのの電電源源ををよよりり経経済済効効率率的的とと評評価価ししてていいるるかかはは若若干干差差異異ががああるる。。

原原子子力力 再再エエネネ CO2回回収収・・貯貯留留

35
日日本本ののCO2排排出出量量（（エエネネルルギギーー起起源源＋＋産産業業ププロロセセスス））

2030

2050
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イイノノベベーーシショョンンをを通通ししたた脱脱炭炭素素化化

37
緩緩和和費費用用（（排排出出削削減減費費用用））のの評評価価

CO2限限界界削削減減費費用用はは、、▲▲80%にに近近づづくくとと急急激激にに上上昇昇すするる傾傾向向あありり。。
⇒⇒ 相相当当厳厳ししいい目目標標でであありり、、モモデデルルでで想想定定ででききてていいなないいよよううななイイノノベベーーシショョンンがが必必要要。。



５５．．AI, IoT等等がが誘誘発発すするるエエネネルルギギーー
需需要要のの大大ききなな変変化化のの可可能能性性：：ググリリーーンン

成成長長にに向向けけてて

エエネネルルギギーー環環境境イイノノベベーーシショョンン戦戦略略ででのの検検討討例例
39

出典）総合科学技術会議

蓄蓄電電シシスステテムム、、水水素素シシスステテムムななどど、、ままたたシシスステテムム基基盤盤技技術術のの開開発発等等にに注注力力すするる方方向向



CO2
排排出出量量

炭炭素素
価価格格

ベベーーススラライインンシシナナリリオオ
（（SSP5ややSSP2ののよよううなな世世界界））

気気候候変変動動政政策策シシナナリリオオ

炭炭素素価価格格（（限限界界削削減減費費用用））

- 現現実実世世界界ににおおいいててはは、、 高高いい明明示示的的なな炭炭素素価価格格ををつつけけるるよよううななここととはは非非現現実実的的（（世世界界でで高高いい炭炭素素価価

格格でで協協調調すするるここととはは不不可可能能でであありり、、一一方方、、国国際際協協調調無無ししにに高高いい炭炭素素価価格格付付けけをを行行ええばば、、製製造造業業はは産産
業業移移転転をを起起ここしし、、炭炭素素排排出出はは他他国国ににリリーーケケーージジをを起起ここしし、、温温暖暖化化抑抑制制効効果果はは期期待待ででききなないい））。。

- 高高くくなないい（（暗暗示示的的ももししくくはは明明示示的的なな））炭炭素素価価格格ででああっっててもも（（２２次次エエネネルルギギーー価価格格のの世世界界的的なな協協調調をを含含
めめ））結結果果ととししてて、、排排出出がが大大幅幅にに減減るるよよううにに誘誘発発すするるよよううなな技技術術、、社社会会のの大大幅幅ななイイノノベベーーシショョンンがが起起ここらら
ななけけれればば、、現現実実世世界界でではは大大幅幅なな排排出出削削減減はは不不可可能能とと考考ええらられれるる。。

モモデデルル分分析析にによよるる典典型型的的シシナナリリオオ: 
通通常常のの技技術術進進展展のの想想定定

CO2
排排出出量量

炭炭素素
価価格格

ベベーーススラライインンシシナナリリオオ
（（SSP1ややよよりり一一層層自自律律的的にに需需

要要低低下下すするる世世界界））

気気候候変変動動政政策策シシナナリリオオ

暗暗示示的的ももししくくはは明明示示的的炭炭素素価価格格/
限限界界削削減減費費用用

技技術術、、社社会会のの広広範範なな
イイノノベベーーシショョンンにによよりり

現現実実社社会会でで要要求求さされれるる世世界界:
技技術術革革新新ががよよりり大大ききくく誘誘発発、、実実現現さされれるる必必要要あありり

42

モモデデルル分分析析にによよっっててIPCC等等でで通通常常示示さされれるる大大幅幅排排出出削削減減
シシナナリリオオとと現現実実社社会会ででよよりりあありり得得るる大大幅幅排排出出削削減減シシナナリリオオ

（追加的費用）
（追加的費用）

41

大大幅幅排排出出削削減減（（1.5℃℃シシナナリリオオ））のの排排出出削削減減シシナナリリオオのの類類型型化化
出典）IPCC 1.5℃特別報告書

最最終終エエネネルルギギーー需需要要
小小 大大

SSP1 SSP2
（（中中位位シシナナリリオオ））

SSP5SSP1よよりりもも更更にに小小ささいい
エエネネルルギギーー需需要要シシナナリリオオ

炭炭素素価価格格大大（（炭炭素素リリーーケケーージジ
をを防防ぐぐたためめににもも排排出出削削減減のの
強強力力なな国国際際協協調調がが不不可可欠欠））

気気候候リリススクク対対応応ののたためめCDR 
（（CCS, BECCS, DACS等等））
技技術術もも大大規規模模にに利利用用

炭炭素素価価格格小小（（排排出出削削減減のの
国国際際協協調調がが緩緩ややかかででもも民民
間間主主導導でで対対策策がが進進展展））

エエンンドドユユーーススのの技技術術革革新新にに
よよりり経経済済自自律律的的ににエエネネルル
ギギーー需需要要がが大大ききくく低低下下

✓ 全全体体ののリリススククママネネーージジメメンントトがが重重要要でであありり、、各各技技術術
にに役役割割有有。。

✓ 本本発発表表でではは、、エエンンドドユユーーススのの技技術術革革新新ととそそれれにによよ
るるエエネネルルギギーー需需要要低低下下のの可可能能性性ととそそのの気気候候変変動動
対対策策全全体体へへのの効効果果ににつついいててフフォォーーカカスス



5 Watts

2.5 Watts

449 Watts

72 Watts

Power

Stand-by
energy use

75 kWh

0.1 kg 1706 kWh

26 kg

Embodied energy

Weight
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IT, AI等等ののエエンンドドユユーースス技技術術のの革革新新とと社社会会変変化化にによよるる
低低エエネネルルギギーー需需要要・・低低炭炭素素排排出出社社会会のの可可能能性性

• 社社会会ははエエネネルルギギーー消消費費をを目目的的ににエエネネルルギギーーをを消消
費費ししてていいるるわわけけででははなないい。。製製品品・・ササーービビススがが効効用用
増増ををももたたららすすたためめ、、そそれれにに体体化化さされれたたエエネネルルギギーー
をを消消費費ししてていいるるにに過過ぎぎなないい。。

• 効効用用増増ををももたたららすす製製品品・・ササーービビススのの展展開開はは急急速速なな
場場合合がが多多くく、、そそれれにに付付随随ししたたエエネネルルギギーー・・CO2排排
出出低低減減はは急急速速ににななるる可可能能性性あありり。。

出典：IIASA

完完全全自自動動運運転転、、食食料料シシスステテムム 等等々々でで、、AI, 
IoTのの革革新新がが社社会会変変化化をを誘誘発発しし、、エエネネルル
ギギーー効効率率向向上上ををももたたららすす機機会会はは多多くく存存在在

✓ ここれれららはは、、CO2排排出出削削減減ののたためめにに消消費費者者のの
効効用用をを下下げげてて実実現現ををすするるののででははななくく（（つつままりりエエ
ネネルルギギーーやや気気候候変変動動政政策策にによよっってて、、エエネネルル
ギギーー価価格格がが引引きき上上ががるるののででははななくく））、、AI等等のの
技技術術進進展展にによよっってて効効率率化化をを図図りり、、経経済済自自律律的的
にに達達成成ででききるる可可能能性性をを有有ししてていいるるとといいううののがが
重重要要なな点点。。

✓ 直直接接的的なな省省エエネネルルギギーー・・CO2削削減減対対策策ででははなな
いいがが、、LCA的的にに付付随随ししてて消消費費さされれてていいるるエエネネ
ルルギギーーそそししててCO2排排出出をを大大ききくく低低減減しし得得るる。。

⇒⇒ ググリリーーンン成成長長のの大大ききなな機機会会

出典：フィンランド

自自動動運運転転＋＋カカーーシシェェアアリリンンググ
＋＋ IoTにによよるるササーービビスス提提供供（（
MaaS等等））ななどどのの連連携携にによよるる
社社会会変変化化（（AI, IoT, ビビッッググデデーー
タタ等等のの進進展展にによよるる））

43
エエンンドドユユーースス技技術術のの破破壊壊的的イイノノベベーーシショョンン

Source: C. Wilson (IIASA)

IoT, AI等等のの技技術術進進展展はは、、最最終終エエネネルルギギーー需需要要側側
のの社社会会イイノノベベーーシショョンンをを誘誘発発すするるポポテテンンシシャャルルあありり
1) 独独立立ししたた技技術術かからら、、接接続続へへ
2) 所所有有かからら、、利利用用へへ

3) シシェェアアリリンンググエエココノノミミーー、、ササーーキキュュララーーエエココノノミミ
ーーのの誘誘発発

ササイイババーー空空間間（（仮仮想想空空間間））ととフフィィ
ジジカカルル空空間間（（現現実実空空間間））をを高高度度にに
融融合合ささせせたたシシスステテムムにによよりり、、経経済済
発発展展とと社社会会的的課課題題のの解解決決をを両両立立
すするる、、人人間間中中心心のの社社会会

出典：内閣府



運運輸輸部部門門、、鉄鉄鋼鋼、、化化学学部部門門のの経経済済自自
律律的的ななCO2排排出出低低減減

46

完完全全自自動動運運転転車車にに伴伴ううカカーーシシェェアア、、ラライイドドシシェェアアのの誘誘発発にに
関関すするるシシナナリリオオ分分析析ととそそのの波波及及にに関関すするる分分析析ののイイメメーージジ

完完全全自自動動運運転転車車のの実実現現
IT, AI, ビビッッググデデーータタ等等のの進進展展
社社会会的的側側面面のの整整備備（（法法整整備備））
ななどど

カカーーシシェェアアのの誘誘発発

公共交通機関との
分担の関係

自自動動車車稼稼働働率率のの上上昇昇

車車両両価価格格がが高高くくててもも経経済済
的的ににななりりややすすくくななるる。。

自自動動車車保保有有台台数数のの低低減減

鉄鉄鋼鋼生生産産用用ななどどのの
エエネネルルギギーー消消費費のの低低減減

ガガソソリリンン・・軽軽油油需需要要のの低低減減

連連産産品品ととししててのの石石油油精精製製
ののババラランンススのの変変化化（（灯灯油油、、
重重油油等等のの余余剰剰））

産産業業部部門門ににおおけけるる重重油油のの代代替替等等
がが相相対対的的にに経経済済効効率率的的にに（（ガガススへへ
ののシシフフトト等等））

国際海運における
SOx等の規制との
関係：対応のあり方

発発電電部部門門へへのの影影響響

2℃℃目目標標等等実実現現のの炭炭
素素価価格格低低下下

各各種種部部門門へへのの影影響響

(検討中。今回の分析に含まれず)

(検討中。今回の分析に含まれず)

シシェェーールル
ガガスス等等

リバウンド効果
（他の製品購入や
サービス利用増）
(検討中。今回の
分析に含まれず)

ナナフフササのの低低減減

鉄鉄、、ププララススチチッックク製製品品ななどどのの
需需要要のの低低減減 電電気気自自動動車車等等がが相相対対的的

にに経経済済的的にに

ラライイドドシシェェアアのの誘誘発発

自自動動車車移移動動全全体体ににおおけけるる
エエネネルルギギーー消消費費のの低低減減

45
食食料料ののラライイフフササイイククルルににおおけけるるエエネネルルギギーー消消費費・・GHG排排出出推推計計例例

出典：https://www.oregon.gov/deq/FilterDocs/PEF-FoodTransportation-FullReport.pdf

出典：GRAIN (2011) Food and climate change: the forgotten link

食食料料ののラライイフフササイイククルルでではは相相当当
大大ききななエエネネルルギギーー、、GHG排排出出がが
ななさされれてていいるる。。

食食料料ロロスス・・廃廃棄棄をを減減ららせせらられれれれ
ばば、、生生産産量量がが減減りり、、加加工工やや輸輸送送
等等ににおおけけるるエエネネルルギギーー消消費費、、容容
器器のの低低減減ととそそれれをを製製造造すするるたためめ
ののエエネネルルギギーー消消費費、、小小売売ででのの保保
存存、、陳陳列列のの食食料料品品減減少少にによよるるエエ
ネネルルギギーー消消費費低低下下ななどど、、大大ききなな
波波及及効効果果がが予予想想さされれるる。。

食食料料ののラライイフフササイイククルルににおおけけるるエエネネルルギギーー消消費費（（米米国国））のの推推計計例例

GHG排排出出量量にに対対すするる食食料料需需給給関関連連のの寄寄与与（（世世界界））のの推推計計例例

米米国国ででのの推推計計例例でではは10.8 EJ/yr（（1990年年代代））（（エエネネルルギギーー消消費費全全体体のの12%程程度度））
食食料料ののラライイフフササイイククルルににおおけけるる様様々々なな工工程程ででエエネネルルギギーーがが消消費費さされれるる。。
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世世界界のの乗乗用用車車見見通通しし

2050年年

ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗｲｲﾄﾄﾞ゙
ｼｼｪｪｱｱのの効効果果

SSP2⇒⇒ SSP1
車車両両本本体体のの進進展展にによよりり、、ハハイイブブリリッッドド車車のの
普普及及がが拡拡大大。。

SSP1⇒⇒ SSP1+カカーーシシェェアア・・ラライイドドシシェェアア
シシェェアア化化にによよるる稼稼働働率率のの上上昇昇にによよりり、、車車両両
本本体体価価格格がが高高くくててももエエネネルルギギーーココスストトがが回回
収収ででききるるよよううににななるるたためめ、、ハハイイブブリリッッドド車車よよ
りりもも電電気気自自動動車車のの普普及及ががベベーーススラライインンででもも
進進むむ。。
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47
世世界界排排出出経経路路とと2℃℃目目標標ののCO2限限界界削削減減費費用用

出典) RITE DNE21+モデルによる推計

Unit: $/tCO2 (実実質質価価格格) 
世界均一の炭素価格を想定

IPCC 
SR1.5分分
類類ととのの関関
係係性性

2050
年年

2100
年年

SSP2（（中中
位位ｼｼﾅﾅﾘﾘｵｵ））

P3 154 269

SSP1 P2 165 187

SSP1+
ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗ
ｲｲﾄﾄﾞ゙ｼｼｪｪｱｱ

P1 126 185

2℃℃排排出出経経路路のの限限界界削削減減費費用用

SSP1+ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗｲｲﾄﾄﾞ゙ｼｼｪｪｱｱ

2℃℃（（>50%））相相当当排排出出経経路路

SSP2にに比比べべ、、SSP1+ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗｲｲﾄﾄﾞ゙ｼｼｪｪｱｱシシナナリリオオでで
はは、、限限界界削削減減費費用用はは低低下下

SSP2（（中中位位シシナナリリオオ））

SSP1（（低低位位シシナナリリオオ））
SSP: Shared Socioeconomic Pathway
IPCCで共通的に分析を行うことを意図し
て策定されている社会経済シナリオ



50
世世界界ににおおけけるる部部門門別別ののCO2排排出出量量（（2050年年））

SSP2シシナナリリオオでではは、、 2050年年▲▲40% にに対対ししてて、、発発電電部部門門ははわわずずかかななががららネネガガテティィブブ排排出出ととししててままでで対対応応がが必必
要要とといいうう分分析析結結果果だだがが、、SSP1+ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗｲｲﾄﾄﾞ゙ｼｼｪｪｱｱシシナナリリオオににおおいいててはは、、発発電電部部門門でで相相当当大大ききなな排排出出削削減減がが必必要要
ななここととにに変変わわりりははなないいがが、、運運輸輸部部門門他他ででCO2削削減減がが進進むむ結結果果、、発発電電部部門門はは正正ののCO2排排出出量量にに。。
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49
世世界界ににおおけけるる発発電電電電力力量量（（2050年年））

SSP1+ｶｶｰーｼｼｪｪｱｱ・・ﾗﾗｲｲﾄﾄﾞ゙ｼｼｪｪｱｱシシナナリリオオににおおいいててはは、、運運輸輸部部門門ででCO2削削減減がが進進みみ、、2050年年▲▲40%にに排排出出のの余余裕裕がが生生
ままれれ（（限限界界削削減減費費用用がが低低下下しし））、、そそれれにによよっっててCCSななししのの石石炭炭火火力力発発電電もも一一部部だだがが経経済済性性をを有有すするるよよううにに。。
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６６．． ままととめめ

51
G20軽軽井井沢沢アアククシショョンンププラランン

「「我我々々はは、、将将来来ののエエネネルルギギーー需需給給ののよよりり良良いい理理解解にに関関すするる定定量量分分析析のの重重要要性性、、

並並びびにに、、デデジジタタルル化化、、人人工工知知能能（（ＡＡＩＩ））、、イインンタターーネネッットトオオブブシシンンググスス（（ＩＩｏｏＴＴ））及及びびシシェェ

アアリリンンググエエココノノミミーーにによよっってて牽牽引引さされれるる需需給給両両面面ののイイノノベベーーシショョンンのの役役割割をを認認識識

すするる。。我我々々はは、、世世界界のの科科学学ココミミュュニニテティィ及及びび国国際際機機関関・・枠枠組組にによよっっててななさされれるる、、

エエネネルルギギーー・・気気候候モモデデルルののたためめのの経経済済全全般般ににわわたたるる全全範範囲囲シシナナリリオオののささららななるる

洗洗練練及及びび開開発発ののたためめのの努努力力をを支支持持すするる」」



３３ＥＥ＋＋ＳＳのの総総合合的的ななババラランンススがが重重要要
54

安安全全・・安安心心
（（ＳＳ））

エエネネルルギギーー
安安全全保保障障・・
安安定定供供給給

経経済済性性 環環境境

個個別別エエネネルルギギーーのの安安全全はは当当然然
重重要要だだがが、、原原子子力力以以外外のの電電源源もも含含めめ
リリススククはは存存在在。。ゼゼロロリリススククははなないい。。

ソソフフトト面面をを含含めめたた安安全全・・安安心心のの確確保保がが重重要要。。

多多様様ななエエネネルルギギーーにによよるる構構成成はは基基本本的的にに
ははエエネネルルギギーー安安全全保保障障ののたためめににはは重重要要。。
再再エエネネはは安安全全保保障障面面でではは良良いい方方向向にに働働くく
がが、、安安定定供供給給面面にに難難あありり。。

高高いいエエネネルルギギーーココスストトはは経経済済ににダダメメーージジ。。高高いい再再生生
可可能能エエネネルルギギーー（（特特ににPPVV））のの過過度度なな導導入入はは経経済済ににダダ
メメーージジををももたたららすす。。無無駄駄のの削削減減のの省省エエネネはは経経済済にに良良
いい影影響響ももああるるがが、、無無理理なな省省エエネネももままたた経経済済ににダダメメーージジ

地地球球温温暖暖化化はは不不確確実実性性がが大大ききいいもものののの、、集集中中豪豪雨雨にに
よよるる被被害害がが大大ききくくななっっててききてていいるるとと考考ええらられれ、、リリススククのの
大大ききささをを認認識識すするるここととがが重重要要。。適適応応もも含含めめたた総総合合的的なな
リリススクク管管理理がが重重要要だだがが、、CCOO22排排出出削削減減対対策策はは重重要要

万万能能なな電電源源ががああるるわわけけででははなないい。。まま
たた、、エエネネルルギギーーののあありり方方にに唯唯一一のの正正
解解ががああるるわわけけででははなないい。。

ししかかしし、、多多様様ななリリススククをを総総合合的的にに把把
握握しし、、ババラランンススののととれれたたエエネネルルギギーー
対対策策ををととるるここととがが、、将将来来ににおおけけるる社社
会会ののリリススクク低低減減ののたためめ重重要要

53

よよりり高高位位のの大大目目的的ででああるる持持続続可可能能発発展展とと
調調和和ししたた気気候候変変動動対対応応

社社会会ににはは多多くくのの解解決決すすべべきき課課題題をを有有ししてていいるる。。長長期期のの大大幅幅排排出出削削減減はは、、SDGsととのの調調和和のの中中でで達達成成ささ
れれななけけれればばななららなないい。。逆逆ににSDGsとと調調和和ししなないい排排出出削削減減策策はは、、現現実実社社会会ででのの実実現現はは大大変変困困難難ででももああるる。。
安安価価ななココスストトでで大大ききなな排排出出削削減減可可能能なな技技術術開開発発、、特特にに低低エエネネルルギギーー需需要要をを経経済済自自律律的的ももししくくはは安安価価ななココ
スストトでで実実現現しし得得るるIoT, AI等等にに誘誘導導さされれたた技技術術おおよよびび社社会会ののイイノノベベーーシショョンンはは、、SDGsのの同同時時達達成成ののたためめ
にに重重要要。。



 長長期期でではは気気温温安安定定化化ののたためめににはは、、正正味味CO2ゼゼロロ排排出出がが求求めめらられれるる状状況況
ににははあありり、、時時間間軸軸はは意意識識ししつつつつもも、、長長期期的的にに脱脱炭炭素素化化のの方方向向にに向向かかっってて
いいくくここととはは必必要要（（「「長長期期戦戦略略」」ももここのの方方針針））

 気気候候変変動動対対策策はは、、ググロローーババルルでで、、長長期期でで取取りり組組むむ必必要要ががああるるがが、、トト
ラランンププ政政権権ののよよううにに、、気気候候変変動動対対応応にに積積極極的的ででははなないい政政権権ももあありり、、
パパリリ協協定定のの国国際際的的なな安安定定性性、、そそししてて実実効効性性ににはは懸懸念念あありり。。（（気気候候変変
動動問問題題のの本本質質的的なな部部分分ででももああるる））

 様様々々なな脱脱炭炭素素化化電電源源（（再再エエネネ、、原原子子力力、、CCS））のの拡拡大大がが必必要要。。原原
子子力力はは、、比比較較的的低低廉廉ででCO2削削減減効効果果はは大大ききくく、、低低炭炭素素化化、、脱脱炭炭素素化化
をを進進めめるる上上でで、、原原子子力力のの利利用用はは重重要要。。

 世世界界排排出出量量のの大大幅幅削削減減ののたためめににはは、、経経済済自自律律的的ももししくくはは低低ココスストトでで
排排出出削削減減をを実実現現ででききるる必必要要ががあありり、、様様々々ななイイノノベベーーシショョンンがが不不可可欠欠。。
AI, IoT, ビビッッググデデーータタののよよううなな技技術術進進展展がが、、効効用用をを低低下下ささせせずずにに、、
需需要要低低減減ををももたたららしし、、付付随随すするるエエネネルルギギーー需需要要のの大大ききなな減減少少にに寄寄与与
すするる可可能能性性ががああるる。。ここれれはは、、SDGsのの同同時時達達成成ののたためめににもも重重要要。。

ままととめめ（（2/2））
56

 世世界界のの温温室室効効果果ガガスス排排出出のの増増大大にに歯歯止止めめががかかかかっってていいなないい。。一一部部のの
国国でで排排出出削削減減にに成成功功ししてていいるるかかののよよううにに一一見見見見ええるるがが、、産産業業のの国国際際
移移転転にによよるるととこころろがが大大ききくく、、世世界界全全体体でで見見るるとと、、ううままくくいいっってていいなな
いい。。

 人人為為的的排排出出にによよるる気気候候変変動動にによよっってて影影響響被被害害ののリリススククはは増増大大ししててきき
てていいるるとと見見らられれるる。。一一方方、、大大幅幅なな排排出出削削減減ののたためめのの費費用用はは膨膨大大ででああ
りり、、対対策策をを拙拙速速にに取取りり過過ぎぎれればば、、経経済済リリススククがが増増大大すするる。。

 パパリリ協協定定はは、、すすべべててのの国国がが実実効効ああるる排排出出削削減減にに取取りり組組むむ枠枠組組みみととなな
りり、、２２℃℃目目標標やや21世世紀紀後後半半にに実実質質ゼゼロロ排排出出目目標標等等ににもも言言及及。。たただだ
しし、、実実際際にに世世界界各各国国がが提提出出ししてていいるる2030年年頃頃のの目目標標はは、、必必要要なな排排
出出削削減減努努力力にに各各国国間間でで大大ききなな差差異異がが見見らられれるる。。ままたた、、不不確確実実性性はは大大
ききいいもものののの、、現現実実ににはは、、２２℃℃目目標標ととはは大大ききななギギャャッッププがが存存在在。。

ままととめめ（（1/2））
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• 一一部部のの先先進進国国でではは一一見見
デデカカッッププリリンンググ傾傾向向ににああ
るるよよううににもも見見ええるる。。

• 一一方方、、国国土土、、産産業業構構造造なな
どどはは各各国国でで様様々々ででああるる
たためめ、、同同じじよよううなな一一人人当当
たたりりGDP水水準準ででもも一一人人
当当たたりり排排出出量量ににはは大大きき
なな幅幅ががああるる。。

• ススイイスス、、ススウウェェーーデデンン、、フフ
ラランンススはは、、比比較較的的GDP
がが高高いい一一方方、、CO2排排出出
量量はは小小ささくく、、デデカカッッププリリンン
ググのの最最先先端端とともも言言ええるるがが
、、ここれれららのの国国はは以以前前かからら
、、水水力力、、原原子子力力比比率率がが
高高くく、、CO2排排出出水水準準はは
小小ささいい。。

• 過過去去、、中中国国ののCO2のの上上
昇昇はは、、先先行行ししててききたた国国とと
比比較較ししててもも急急激激

• 産産業業のの国国際際分分業業もも踏踏まま
ええたた中中でで真真ににググロローーババ
ルルななデデカカッッププリリンンググにに資資
すするる動動向向がが見見らられれるるのの
かかをを精精査査すするる必必要要あありり

1971～～2015年年（（EU28はは1990年年～～））

デデカカッッププリリンンググのの望望ままししいい方方向向性性

全全体体ととししててはは、、主主要要国国別別にに見見るるとと、、一一部部のの先先進進国国でではは一一見見デデカカッッププリリンンググ傾傾向向ににああるるよよ
ううににもも見見ええるるもものののの、、要要因因がが複複雑雑にに混混在在ししてていいるるとと考考ええらられれ、、明明確確にに言言ううここととがが難難ししいい。。

(2010年年のの為為替替換換算算GDP)

付付 録録
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60
日日本本のの消消費費ベベーーススCO2排排出出量量のの推推移移

- 日日本本はは、、消消費費ベベーーススCO2はは生生産産ベベーーススCO2ととほほぼぼ同同じじよよううなな動動きき。。緩緩ややかかににはは消消費費ベベーーススCO2とと生生産産ベベーー
ススCO2のの差差異異はは小小ささくくななっってていいるる（（たただだしし2010-11年年はは若若干干拡拡大大））。。すすななわわちち、、製製造造業業をを比比較較的的多多くく維維持持しし続続
けけ、、炭炭素素リリーーケケーージジをを拡拡大大ささせせててききてていいなないい。。

- 生生産産ベベーーススCO2でではは、、1995-2011年年のの間間にに+3%でであありり、、EUのの削削減減率率ととはは大大ききなな差差ががああるるがが、、消消費費ベベーースス
CO2でで見見るるとと、、EUとと同同じじくく-2%。。

+3%

-2%
リリーーママンンシショョッッククのの影影響響がが大大？？ 原原発発停停止止のの影影響響？？

-26%

出出典典））OECD (2015)よよりり作作成成
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米米国国のの消消費費ベベーーススCO2排排出出量量のの推推移移

- 米米国国はは消消費費ベベーーススCO2とと生生産産ベベーーススCO2のの差差分分はは2006年年ににかかけけてて大大幅幅にに増増大大。。2005年年のの消消費費ベベーースス
CO2はは、、1995年年比比でで+24%。。

- ししかかしし、、シシェェーールルガガススがが拡拡大大ししははじじめめたた2006年年かかららはは減減少少にに転転じじててききてていいるる。。安安価価ななエエネネルルギギーー利利用用がが可可
能能ととななっったたここととでで製製造造業業のの米米国国内内へへのの回回帰帰にによよるるももののとと見見らられれるる。。そそれれででもも、、 2011年年のの消消費費ベベーーススCO2はは
1995年年比比でで+9%（（生生産産ベベーーススCO2でではは+3%））。。

+3%

+9%

+24%
シシェェーールルガガススのの効効果果がが大大？？

リリーーママンンシショョッッククのの影影響響がが大大？？

+220%

出出典典））OECD (2015)よよりり作作成成



原子力を取巻くエネルギー・環境問題

◆地球環境問題への対応
温室効果ガス削減(2050年80%削減)、2℃/1.5℃目標への対応、
2050年ネットゼロ排出(国連気候行動サミット)

◆再生可能エネルギーの大量導入
電力需給の変動への対応(調整力の確保、電力貯蔵他)

◆電力市場の自由化
原子力の新増設、運転維持の不確実性の高まり

◆エネルギーセキュリティ
不確実性を増す国際エネルギー情勢、サウジ攻撃後の市場リスク
への対応は万全か？ 2

低炭素電源としての原子力の役割

東京大学 小宮山 涼一

九州エネルギー問題懇話会 エネルギー講演会、
電気ビル共創館カンファレンスA大会議室、2019年10月25日（金）

1



3

提提言言：地球環境問題に対処するためには、全ての技術選択肢を総動員することが肝要
である。その中で原子力発電は重要な役割を担い、再エネ大量導入によるコスト上昇
の緩和や再生可能エネルギーの供給電力の変動への対応を可能とするものである。
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13%原子力比率

世界の電源構成の展望

(出典)IEA, WEO2018, OECD, Paris, 2018

1.5℃目標と原子力

(出典) IPCC: Special Report: Global Warming of 1.5 ºC, Summary for Policymakers,2018

原子力
発電量

2030年
(2010年比)

2050年
(2010年比)

シナリオ概要

P1 59%増 150%増 技術革新による省エネ実現

P2 83%増 98%増 持続可能性重視、再エネ普及拡大

P3 98%増 501%増 中間的見通し、全般的な技術進展

P4 106%増 468%増 エネ消費増大、CCS依存増大

P1                  P2                   P3                   P4

原子力発電量 現行政策 新政策 持続可能

2040年 (2017年比) 1.4倍 1.4倍 1.9倍

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)
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発電部門以外(実績値)

発電部門(実績値)

原子力による潜在的な発電部門CO2抑制量(推計値)

日本のCO2排出量の推移

発電部門のCO2排出量
再エネの拡大下でも、高止まり

太陽光発電
2011年
490万kW

↓
2017年

4,450万kW

(9.1倍増)

CO2(発電)
2011年
5.3億トン

↓
2017年
5.6億トン

(1.1倍増)

(出所)日本エネルギー経済研究所/エネルギー・経済統計要覧等をもとに作成



5

➢ 原子力を安定稼動させた電力会社の電力CO2排出原単位

→2030年目標値(0.37 kg/kWh)を下回る水準

• 関西電力の電力CO2排出係数(2008年度～2010年度)：

0.265～0.299 kg/kWh(調整後)、0.294～0.355 kg/kWh(調整前)

➢ 原子力発電は現在実用化している脱炭素化の有力な選択肢

• フランス、スウェーデンなど(経済的にCO2削減)

→水力に加え、原子力を主力電源化
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(出典)関西電力ホームページより作成

現実的なゼロエミッション技術としての原子力

(参考)原子力のCO2削減効果
原子力は過去半世紀の間、累積で600億トンの世界のCO2排出量を回避、抑制
(世界の電力部門のCO2累積排出量の20％、世界のCO2累積排出量の6％に相当)

原子力による世界の累積CO2排出抑制量

(出所)OECD/IEA, Nuclear Power in a Clean Energy System, 2019
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電力部門
42%

自家消費
5%

産業部門
19%

運輸部門
24%

民生部門
10%

(出典)IEA: CO2 Emissions from Fuel Combustion 2017, OECD, Paris, 2017

世界の部門別CO2排出量(2015年)

非化石エネ比率(電力)：
３割強

非化石エネ比率
(産業、民生、運輸)：
１割

熱利用(産業、民生、
運輸)での非化石エネ
ルギー拡大が必要

◼ CO2排出比率⇒産業、運輸部門等(熱利用)：6割、電力部門：4割
◼ 国際的にも熱利用のCO2削減に注目が集まる

原子力による熱・水素
製造とその活用は重要
な技術オプション

8

(参考)欧州の動向
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(出所) BP Statistical Review of World Energy 2019

◼ CO2排出量は90年比で2割減少の一方、近年は横ばい
◼ 非化石電源比率も近年は、ほぼ横ばい(原子力減少、再エネ増加)
• 欧州はどのように更なる再エネ拡大、送電線等インフラ投資をすすめてゆくのか？
• ドイツ：2038年までに石炭火力廃止のため400億ユーロの補償金を閣議決定

◼ タクソノミ(分類システム。エネルギー関連技術の持続可能性を評価)
• 原子力：ゼロエミッションでは適合、社会受容性の観点では現在は不適合

GHG削減目標
(90年比40％削減)
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(参考)欧州の動向

(出所) 経済産業省、グリーンファイナンスと企業の情報開示の在り方に関するTCFD研究会、2018年

◼ EUは持続可能性の観点から、分類システム(タクソノミ)を設定する動き
◼ 将来の技術選択に関する適合性、制限を検討

10

提提言言：地球環境問題への対応に際して、技術の環境価値が市場で適切に評価される枠組
み(例：非化石価値取引市場、ゼロエミッション・クレジット取引)の構築が重要であり、
その枠組みの中で、技術選択肢の一つとして原子力発電が重要な役割を果し得る。

米国:
➢ シェール革命、再エネ拡大→既設炉の早期閉鎖
➢ 小売電気事業者にゼロ排出クレジット(ZEC: zero 

emission credit)の購入を義務付け
• 既設炉に非化石価値の対価(報酬)を与える制度の導入
• ニューヨーク州(原子力比率3割)、イリノイ州(同5割)、

ニュージャージー州(同4割)
日本:
➢ 高度化法→小売に非化石比率目標値(44%, 2030年)を導入
➢ 非化石価値取引市場が2018年に創設(FIT非化石電源)
➢ 非FIT非化石電源(原子力、水力等)に対する非化石価値

取引市場も創設の予定

非FIT非化石証書の取引

(出典)経済産業省,非FIT非化石証書の取引に係る
制度設計について, 2018年11月26日

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)



◼ 既存の原子炉で運転期間を延長するに

は多額の資本投資(安全対策等)が必要

◼ しかし、運転期間延長後の原子力発電

コストは、太陽光や風力コストと競合

できる水準 →エネルギー低炭素化を

効率的に推進可能

(参考)原子力発電のコスト
(運転期間延長時)

(出所)OECD/IEA, Nuclear Power in a Clean Energy System, 2019

米国

欧州

12

原子力は、エネルギーシステム全体のイノベーション
実現に貢献しうる技術オプション

➢ 原子力・再エネによるゼロ・エミッション電力・合成燃料製造と部門横断的利用
➢ 大気中CO2回収技術(DAC)＋CO2貯留→ネガティブエミッション、1.5℃目標の達成
➢ 原子力＋再エネ余剰電力を活用するイノベーション、産業創出

液体需要
• 原子力
• 風力・太陽光
• 水力・(バイオマス)

大気中CO2
回収技術(DAC)

CO2貯留技術

合成燃料等
製造・貯蔵技術

ガス需要

固体需要

空気

電力需要

エネルギー供給
→原子力・再エネのみ

全需要を原子力・再エネ
由来の燃料で満たす

ﾒﾀﾈｰｼｮﾝ、FT合成技術等

ゼロ/ネガティブ・エミッションを実現するエネルギーシステム(例)
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再エネ発電コストの国際的動向

(出所) IRENA: Renewable Power Generation Costs in 2017, 2017

再エネのコストは国際的に着実に低下しつつある

再生可能エネルギーの特徴

⚫ 環境問題への貢献 (ゼロ・エミッション)

⚫ エネルギー自給率への貢献

⚫ 低エネルギー密度（分散型電源、送配電線への多数の連系）

⚫ 地域偏在性（例：風力発電）

⚫ 出力の変動と不確実性（大量導入時の需給バランス維持）

➢ 再エネ比率の大幅拡大による潜在的な影響
• 系統増強や調整力確保に伴う電力コストの増加
• 系統維持・運用コストの上昇 (ドイツやイギリス)
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(参考)電力需給運用(九州、日本)

九九州州電電力力のの需需給給運運用用((22001188年年1100月月1111日日～～1177日日))

10月11日(木) 10月12日(金) 10月13日(土) 10月14日(日) 10月15日(月) 10月16日(火) 10月17日(水)

➢ 再エネのコスト低下により、太陽光発電が急速に拡大。日本のPV導入量(2018年): 45百万kW 
➢ 九州電力は2018年10/13(土)、14(日)に太陽光出力制御を本土で初めて実施(10/13→約40万kWの出力抑制)
➢ 再エネ賦課金(2018年度): 2.4兆円 (PV未稼働分の稼働等でさらに1.3～1.6兆円増加の可能性)

(出所) 九州電力需給情報を基に作成
15

16

(参考) 再エネ(自然変動電源:VRE*)と電力システム

m秒以下

秒

分

時間

日

週

月

季節

年

電力の時間変動

VRE
比率
5割
以上

(将来)

VRE
比率
1割

(現状)

VRE影響範囲 VRE比率拡大は電力システム全体に
大きく影響系統安定度対策

(同期化力等)

季節間等長周期
変動対策(蓄ｴﾈ等)

伝統的な
時間制御領域

◼ 太陽光・風力拡大に伴い、電力系統の慣
性力(同期化力)の低下→系統故障時の安定
度の低下(例：アイルランド等)

◼ 太陽光・風力出力の季節間変動の影響(太
陽光：夏高冬低)→電力長期貯蔵(充放電回
数少なく、投資回収困難)

*VRE:  Variable Renewable Energy

需給変動対策

◼ 太陽光・風力出力の不確実性の影響
→対策コスト(再エネ予測誤差等)の上昇
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(参考) 再エネ接続コスト(イメージ)

コスト(円/kWh)

再エネ比率

系統増強コスト

短周期変動
対策コスト

長周期変動
対策コスト

再エネ大量連系は系統コストを増大させる可能性

18

提提言言：安全性強化、電力自由化、再生可能エネルギーの導入拡大、災害時の電力安
定供給といった社会のニーズ・トレンドへの対応や原子力の持続的利用の実現に向
けて、多様な原子力技術開発(新型炉、再処理技術、出力調整機能や運転継続機能
の拡充、原子力エネルギーの多目的利用(熱利用等)、再生可能エネルギーとの共存
に向けた技術開発)が引き続き重要である。

原子力と再エネの調和・共存→原子力も再エネも最大限に有効活用

◼ 原子力が潜在的に具備する高度な出力調整機能の活用(GF, AFC, EDC)

◼ 熱利用(蓄熱技術による原子力発電の柔軟性や稼働率向上)
• 原子力・再エネは資本コスト高⇒熱利用により共にフル稼働、コスト最小化を目指す技術イノベーション

◼ SMR(小型モジュール炉)
• 投資リスク低減、段階的な容量調整、出力調整、電力システムの分散化、安全対策コスト低減、防災計画

エリア縮小などへの期待

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)
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(参考)卸電力価格の動向 (3/18～3/24, 2019)
◼ 太陽光発電等の影響により、昼間の価格が夜間より安くなることも
◼ ベースロード電源としての原子力の経済性への影響は？
◼ 卸価格の大幅低下→太陽光発電の「カニバリズム」問題(太陽光自身の価値の喪失)

（出所）日本卸電力取引所 (JEPX)

20

原子力の潜在的な負荷追従機能(FPO機能*)の活用

日間負荷追従運転

100% 100%

50%

0    3           9      12                 24

出力

時間

100

出力

時間

95

90

出力調整パターン例(日間負荷追従運転)

出力調整パターン例(AFC運転)

➢ 中央給電指令所からの出力調整指令(短周期：数分～10数分)で運転
➢ 分オーダーでの自動周波数調整運転(AFC)、より短周期のガバナーフリー運転(GF)も技術的に可能

• 過去には国内でも実証試験が行われ、基本的な性能確認

➢ 昼夜などの送電系統の負荷変化に応じて、運転
➢ タービンへの蒸気流量を直接的、間接的に制御→出力抑制(50%抑制)

➢ 原子力は運転費に占める燃料費の割合が低い→ベースロード運転で運用
➢ 再エネ大量導入下→出力調整運転（負荷追従運転）へのニーズ上昇
• 火力機並みの負荷変化に対応できる潜在的な制御性能

例：米国(URD)、欧州(EUR)
• 負荷遮断時の運転継続能力(所内単独運転)→系統復旧のレジリエンス

原子力・再エネの共存戦略(負荷追従)

*FPO(Flexible Power Operations)

AFC運転(Automatic Frequency Control)、GF運転(Governor Free Control)
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出力

時間

原子力(電気)

再エネ

熱貯蔵
熱供給(産業ﾌﾟﾛｾｽ等)

原子力(熱)

電気

火力＋ＣＣＳ

再エネ電気(ピーク)

再エネ電気(ベースロード)

電力負荷出力

時間

原子力(電気)

再エネ

熱貯蔵

火力＋ＣＣＳ

再エネ電気(ピーク)

再エネ電気(ベースロード)

電力負荷

熱供給(産業ﾌﾟﾛｾｽ等)

電気

原子力・再エネの共存戦略(熱利用)
➢ 電力技術のみでの再エネ導入策(バッテリー、系統増強)→電力コスト増大の可能性
➢ 熱貯蔵、利用技術の活用→電力を熱で安価に貯蔵
➢ 原子炉：ベースロード運転継続＋熱による電気出力調整、再エネ：出力抑制無し
• 貯蔵した高温熱→化学産業・製造業での多目的利用→ボイラ等の化石燃料、CO2削減に貢献
• 卸電力価格の低下→蓄熱・熱利用、卸電力価格の上昇→放熱・電気変換

⇒ 電力市場での原子力の経済性向上

原子炉の熱出力および電気出力一定 原子炉の熱出力一定のまま電気出力調整

原子炉の熱の一部
を蓄熱、利用

系統電力⇒
熱に変換、蓄熱

22

† MITのホームページよりダウンロード可能：
http://energy.mit.edu/publication/future-nuclear-power-
low-carbon-world-need-dispatchable-energy/

(参考)MIT-日本共同研究レポート†

“MIT-Japan Study Future of Nuclear Power in a Low-Carbon 
World:  The Need for Dispatchable Energy”(2017年9月)
*MIT、東工大、東京大、JAEA、エネ経研、エネ総工研が参加

➢ 原子力・変動型再エネ(PV、風力)の共存戦略
• 原子力・再エネの柔軟性を高める技術開発(新型炉、熱な

ど多様なキャリアの貯蔵・利用技術)
• 原子力、再エネのベストミックス分析

➢ 政策支援、制度設計
• エネルギー貯蔵技術(電力、熱)への適切な政策支援
• 再エネ技術等への過剰な補助金の是正
• 電力市場の適切な制度設計(容量メカニズム)
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(参考)原子力・再エネの共存戦略

◆原子力発電→ベースロード電源

◆再エネ拡大、卸電力価格の低下・変動
→ベースロード運転だけでは原子力の価
値の最大限の発揮は困難となる可能性

◆原子力・再エネ共存に資する技術・シス
テム開発が重要に

◆原子力・再エネによる多様なエネルギー
キャリアの生産と部門横断的利用
➢ 多様なエネルギーキャリアの生産、転換、流通、

貯蔵、利用技術 (熱, 水素, ﾒﾀﾉｰﾙ, ｱﾝﾓﾆｱ等)
• 電化の低い産業部門、貨物輸送部門等での利用

(出所)“MIT-Japan Study Future of Nuclear Power in a Low-
Carbon World:  The Need for Dispatchable Energy” (2017)

ゼロ・エミッション型エネルギーシステム
Integrated Energy Network

➢ 例：高温ガス炉(HTGR)
◼ 優れた安全性、原子力の多目的利用(電力,熱,水素等)、Pu利用、再エネ親和性(負荷変動を吸収)

➢ SMRの意義と課題
◼ 技術の継承、原子力産業発展への期待、電力システム分散化(Decentralization)
◼ 規模の経済性(量産効果を期待できるか？)、CO2削減(大量導入できなければ効果は限定的？)

24

小型炉 (Small Module Reactor: SMR)

小型炉 大型炉

建設コスト 投資リスク低減(数百億円/基) 建設コストの高騰(欧米)
建設工程 建設期間や投資回収期間の短期化 建設期間の長期化リスク(欧米)
安全性 パッシブ系による安全性向上 (受

動的安全性)
安全対策コスト上昇

事故リスク対応 事故時の避難対策エリアが限定的、
需要地近接立地 の可能性

避難対策エリアが広大



25

(参考)再エネ100％は可能なのか？

◼ 主な技術：

• 太陽光発電、太陽熱、風力、水力
• ディマンドレスポンス(DR)
• エネルギー貯蔵(熱貯蔵、揚水)
• 水素(航空機、鉄鋼、貯蔵)

米国で、2050～2055年までに、再エネ(風力、太陽光、水力)100%で、
低コストかつ安定的なエネルギー供給が可能 (Jacobson et al, 2015)

January 14–17, 2055年1月14日～17日の電力需給

26

◼ Jacobson et al, 2015への反論(Clack et al, 2017)
物理的可能性と実現可能性は、異なることを理解することが重要
It is important to understand the distinction between physical possibility and feasibility in the real world

(参考)再エネ100％は可能なのか？

◼ 主な反論内容：
• 原子力、バイオマス、CCSなどを除外し、多様性が無い⇒高コスト
• イノベーションに頼りすぎた想定(水素など)
• 数週間の容量でのエネルギー貯蔵、全建築物に設置⇒非現実的
• エネルギーインフラ投資の考慮が不十分(送電線、パイプライン)
• ディマンドレスポンス等への過度な期待(社会経済への影響あり)
• 電力系統安定性(慣性等)の評価が不十分
• 100%気象予測可能(風力、太陽光)⇒気象条件の不確実性の影響大

◼ 再エネのみによるエネルギー安定供給とCO2大幅削減の両立は困難、
再エネ大量導入にも限界があるのでは
⇒電源ベストミックスを客観的に評価する必要
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(参考)日本の2050年長期エネルギー需給見通し

最終エネルギー消費 一次エネルギー供給

227

85
(1.0兆kWh)

155

125
(1.5兆kWh)

◼ CO280%削減シナリオ(2017年12.3億t→2050年2.4億t)：電化、脱炭素化、省エネが進展
◼ 原子力の想定：40年運転+20年運転延長、新増設無し(2017：43GW→2050：21GW)

➢ 電化率：27%(2017)→45%(2050) ;電動自動車拡大、ヒートポンプ技術拡大
➢ 省エネ：10%省エネ進展 ;人口減少、エネルギー利用高効率化
➢ 再エネ電源比率：16%(2017)→77%(2050)  ;自然変動電源比率：6%→60%
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1)日立・東大ラボ「Society5.0を支える電力システムの実現に向けて」第2版, http://www.ht-lab.ducr.u-Tokyo.ac.jp/
2)川上,小宮山,藤井,エネルギー・資源学会論文誌, 39(4), 10-19 (2018),  川上,小宮山,藤井,電気学会論文誌B,138(5), 382-391 (2018)
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(参考)電力需給運用(2050年)
➢ 再エネ大量導入→電力需要・供給バランス維持の困難化→電力供給が需要を大き

く上回る時間帯での技術的対応強化が必要
➢ 余剰電力を利活用した技術イノベーション、ビジネスモデル構築が重要(電力貯

蔵、水素、合成燃料製造、メタネーション、 DAC(Direct Air Capture)等)
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2050年5月の電力需給運用(関東、1ヶ月間1時間値)

1)日立・東大ラボ「Society5.0を支える電力システムの実現に向けて」第2版, http://www.ht-lab.ducr.u-Tokyo.ac.jp/
2)川上,小宮山,藤井,エネルギー・資源学会論文誌, 39(4), 10-19 (2018),  川上,小宮山,藤井,電気学会論文誌B,138(5), 382-391 (2018)



電力システム改革 市場環境の変化は、原子力にどのような影響を及ぼしうるか？

実需給と取引時期の関係

課題 １年以上前 数ヶ月～１日前 直前

経済合理的な電力供給体制と競争
的な小売市場の実現

中長期的な供給力(ｋＷ)の確保と系
統運用者による調整力の適切な調
達

エネルギーミックスと整合的な電源
構成を通じた温暖化目標の達成

ベースロード電源市場
/先渡市場

スポット
市場

１時間前
市場

需給調整市場
（リアルタイム市場）

容量市場
（容量メカニズム）

非化石価値取引市場

調整力
公募

移行

：今後整備すべき市場

※新市場における取引の時期については、今後の検討によって変動しうる。

基盤となる連系線利用ルール

先物市場

確確保保ししたた電電源源のの最最適適運運用用

(出所) 経済産業省 資源エネルギー庁
29

[GW]
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(参考)電力基幹系統を考慮した最適電源構成モデル

発電・需要ノードの
地理的分布

◼ 分析手法： 線形計画法

• 目的関数：固定費(発電・電力流通設備)＋燃料費(火力・原子
力)＋電力貯蔵設備運用費

• 制約条件：同時同量制約、発電出力制約(定検パターンを考
慮)、供給予備力制約、負荷追従制約、最低出力制約（火力・

原子力）、送電容量制約、電力貯蔵設備制約、設置可能容量
制約、SNSP制約など

• 全量メリットオーダー取引、連系線間接オークションを想定

◼ 地理的解像度：
• 352母線、441本の基幹送電線 (沖縄除く)

◼ 時間解像度：
• 10分値以上で任意選択可能
• 6時点/時間×24時間/日×365日= 52,560 時点 / 年

◼ 発電設備：石炭, ガス複合, ガス汽力, 石油, 原子力, 水力,地熱 , 
バイオマス, 海洋, 太陽光, 風力

◼ 電力貯蔵設備：揚水, NAS電池(長周期変動用), Li-ion電池(短周
期変動用)

＊計算規模：10分値での分析の場合、制約条件数：3.7億本、内
生変数2.6億個

Reference: 
Komiyama, R., Fujii, Y., Renewable Energy, 139(8), 1012-1028 (2019)
Komiyama, R., Fujii, Y., Energy Policy, 101(2), 594-611 (2017) 
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(参考)電力価格(エリア価格)
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◼再エネ比率拡大につれ、北海道、東北等で電力価格が低下する時間帯が増加
・再エネ4割ケース：北海道で年間3000時間、九州で年間1500時間で価格がゼロ

◼電力設備の新規投資・維持費用の回収が困難化することを示唆

再エネ電力比率のシナリオ： 再エネ2割(基準)、再エネ3割、再エネ4割

(参考)再エネ大量導入下での電源の収益性

◼ 再エネ大量導入→卸電力価格の低下・火力/原子力稼働率の低下→火力/原子力
の収益低下、投資回収の困難化

◼ 容量市場、需給調整市場の役割が重要に

➢ 【LNG複合】 スポット市場のみでの投資回収は困難 (固定費：年間6千～1万2千円)
➢ 【石炭火力・原子力】 再エネ3割ケースで、大半の容量がスポット市場のみでの投資回収が困難化 (石炭固定費：年
間1万5千～2万5千円、原子力固定費：年間2万2千～3万7千円)

LNG複合 石炭火力 原子力
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【火力、原子力の電力市場からの収入】
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提言：電力市場自由化が進められ、市場の予見可能性が低下する中、原子力事業
への適切な投資サイクルを維持するための制度設計が求められる。

容量市場

市場管理者が最大電力供給能力(kW)を確保、
発電事業者に一定の費用を支払い
→投資の予見性を高め、適切な発電投資を促進

（出典）経済産業省:中間取りまとめについて(概要資料)、2018年
5月18日

FIT-CfDのイメージ

(出典)UK, Department of Energy & Climate Change (現：Department for 
Business, Energy & Industrial Strategy)

電力市場価格（黒線）と基準価格（赤線）の差分のうち、図中の緑色部分
を発電事業者は受け取る。また、黒線が赤線を上回っている部分（図中の
赤色部分）について、発電事業者は買取事業者へ支払いを行なう。

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)

(参考)電力市場における収入

現在、容量市場が導入されている電力市場では、電源の収入の中心は卸電
力市場での販売収入⇒稼働率向上も重要な課題(長期サイクル運転、オン
ライン・メンテナンス適用等)

(出所)OECD/IEA, Nuclear Power in a Clean Energy System, 2019

ドル/MWh

(kWh)
(kW)

(ΔkW)



原子力のエネルギー市場戦略

➢原子力は多様な価値を保有

◼ベースロード電力(kWh価値)

◼供給信頼度 (kW価値)

◼出力調整能力 (ΔkW価値)

◼非化石価値 (環境価値)

◼原子力多目的利用 (熱・水素等)

➢原子力の多様な潜在的機能の活用→市場競争力の向上を期待
35

これまで

kWh

原
子
力
の
収
入

将来

kWh

ΔkW
kW

熱,水素等

卸電力市場、

ベースロード市場

容量市場

需給調整市場

非化石価値
取引市場非化石価値

➢電力市場の方向性：価格メカニズムがより機能する市場設計に移行
例：イタリア、スペインではオークションでの当日卸市場を開設→再エネの影響で価格がより変動
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CO2削減に際しても、エネルギーセキュリティは重要な課題

➢ 世界は中長期的に化石燃料に依存
• 世界の化石燃料比率(一次供給)

2000年：80%, 2017年：81%, 2040年：60%*
*持続可能な開発シナリオ(IEA WEO2018)

• 地政学的リスクの影響
✓ サウジ攻撃後のエネルギー情勢のリスク対策は？

• 化石燃料市場のパワーバランスの影響

➢ エネルギーセキュリティへの原子力の貢献
• エネルギー価格高騰の抑制
• 燃料備蓄効果
• 核燃料サイクルによる資源の有効利用
• 化石燃料の安定調達への対応

(出典) IEA/OECD: World Energy Outlook 2018, 
OECD, Paris, 2018

原油価格の展望

✓ 2018年、中国が日本を抜いてアジア最大の天然ガス輸入国に→天然ガス安定調達が重要な課題に
✓ 2040年の世界の天然ガス需要*⇒現状比5割増加 (LNG換算27億t(2017)⇒39億t(2040)) 
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提提言言：原子力発電がエエネネルルギギーーセセキキュュリリテティィ、環境問題の解決に貢献する電源であ
ることを規制当局と事業者が共有し、安全確保を大前提としたうえで、安全審査の
合理化を通じて、再稼動に必要となるプロセスの迅速化を図ることが必要である。

(出典)主要原子力施設設置者(北海道電力等９社、日本原電、日本原燃及び電
源開発)：原子力発電の課題について、原子力規制委員会 、 2017年1月18日

➢ 原子力の電源比率目標値(2030年)：20%～22％
• 60年運転を目指す相当数の原子炉が必要

➢ 約30基の原子力発電稼動が必要
• 新規制基準に適合した15基(9基稼働済み)と審査中の

12基(2018年)の安定稼動

➢ 2050年への展望
• 2割程度の原子力比率の維持のためには、60年運転を

着実に実現しても、新増設・リプレースが必要
• 運転期間80年でも、今世紀後半には大幅減少。長期

的に取組むべき気候変動問題への対応が困難に

原子力発電の見通し

＊設置許可申請済27基(再稼働済9基、設置許可取得済6基、
審査中(基準地震動了承)6基など)の再稼働で原発比率20%弱、
さらに設置許可申請準備中9基の再稼働で20％を上回る水準

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)
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提提言言：世界情勢の不確実性が増す中、エネルギー自給率の極端に低い日本は、原
子力発電の維持を図るとともに、自前の技術である原子力発電でエネルギーセ
キュリティを強化する視点が不可欠であり、技術自給率を重視し、中長期的かつ
国家的視点で、原子力発電の新増設・リプレース、維持が必要である。

(出典)経済産業省：エネルギー情勢懇談会配布資料(第9回)、
平成30年4月10日

◼ 米国

• エネルギー源の市場間競争を重視
• シェールガスや再エネの影響→原発の早期閉鎖
◼ イギリス

• 北海油田の枯渇化、石炭火力老朽化、原子力を重視
• 原発建設は国際資本が中心、技術自給率が低い
◼ ドイツ

• 脱原子力政策、再エネ拡大、石炭火力への依存度大
• CO2削減が進まず、電気料金が高水準
◼ 日本

• エネルギー資源に乏しい
• 原子力の技術自給率が高く、自前の技術によりエネ

ルギーセキュリティ向上に大きく貢献しうる環境

太陽光発電の国内出荷量に占める
海外パネル比率

(出所)日本原子力学会 原子力アゴラ調査専門委員会 地球環境問題対応検討・提言分科会
成果取りまとめ(中間報告)、2019年4月 (http://www.aesj.net/sp_committee/com_agora)
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甚大な自然災害・大規模停電の発生

大阪府北部地震(2018年6月)
最大震度 6 弱、大阪府等で約 17 万戸が停電
供給支障(供給系統)

平成30年7月豪雨(西日本)
中国地方等で約 8 万戸が停電
供給支障(供給系統)

北海道胆振東部地震(2018年9月)
最大震度 7、約295万戸が停電
ブラックアウト(基幹系統)

台風 21 号による被害(2018年9月)
約 240万戸(近畿、東海)が停電
供給支障(供給系統)

台風 15 号による被害(2019年9月)
関東(千葉県など)で約 93 万戸が停電
供給支障(基幹系統、供給系統)

各災害時における停電戸数の推移

(出所) 経済産業省

ブラックアウト(基幹系統)

供給支障(地域供給系統)

災害と向合った電力システムの検討がさらに重要に
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ブラックアウトへの対応 大規模電源脱落

周波数大幅低下

周波数低下リレー等
による火力、再エネの解列

ブラックアウト

緊急制御
緊急融通(連系線)
負荷遮断
待機電源出力増

原子炉でのブラックスタート*機能等の具備
(自立運転機能の強化)

災害時の電力系統早期復旧への
社会的ニーズの高まり

*ブラックスタート:
ブラックアウトの状態から、外部電源より発電された電気を
受電することなく、停電解消のための発電を行うこと

∆𝑓𝑓 =
∆𝑃𝑃𝑔𝑔 − ∆𝑃𝑃𝑑𝑑

𝐾𝐾



従来からのニーズ(安全性/経済性/持続可能性/核拡散抵抗性)に
加え、社会ニーズに適合した原子力のあり方の検討を

33RR (RRenewable, RResilience, RReliability)

➢ Renewable (再生可能エネルギーとの共存)
• 再エネ・原子力の両輪で、世界を先導する電力低炭素化の実現を

➢ Resilience (電力系統のレジリエンス機能強化への貢献)
• 電化・デジタル化を迎えるに当り、災害に強靭な電力系統構築への貢献

➢ Reliability (脱炭素技術としての確たる社会的信頼の獲得)
• ゼロエミッション技術としての原子力の価値の正しい認識

• バックエンド問題では、高レベル放射性廃棄物処分に向けて、国民との対話な
ど、国・原子力産業界挙げて、一層の努力を
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